
平成２9年度 富士見町当初予算平成２9年度 富士見町当初予算

一般会計 69億3,755万円一般会計 69億3,755万円
～活力の創出と住みよい町づくり～～活力の創出と住みよい町づくり～

　

平
成
29
年
度
は
「
富
士
見
町
総
合

戦
略
」、「
第
５
次
総
合
計
画
」
に
基

づ
き
、
今
後
の
富
士
見
町
の
活
力
の

創
出
に
つ
な
が
る
施
策
、
住
み
よ
い

町
づ
く
り
の
た
め
の
施
策
を
基
本
に
、

「
選
択
と
集
中
」
に
よ
る
積
極
的
な

予
算
編
成
と
し
ま
し
た
。

　

下
の
図
は
、
一
般
会
計
予
算
額
の

歳
入
歳
出
の
内
訳
で
す
。
平
成
29
年

度
当
初
予
算
額
は
、
69
億
３
７
５
５

万
円
（
前
年
度
比
２
億
１
９
５
５
万

円
増
）
と
な
り
、
過
去
５
年
間
で
は

一
番
大
き
な
予
算
規
模
と
な
り
ま
す
。

　

歳
入
の
う
ち
、
も
っ
と
も
大
き
な

割
合
を
占
め
て
い
る
「
町
税
」
に
つ

い
て
は
、
景
気
回
復
基
調
を
背
景
に
、

個
人
住
民
税
の
増
額
と
、
家
屋
の
新

増
築
、
企
業
の
設
備
投
資
に
よ
る
固

定
資
産
税
の
増
額
を
見
込
ん
で
い
ま

す
。
法
人
住
民
税
は
企
業
動
向
か
ら

減
額
を
見
込
ん
で
い
ま
す
が
、
町
税

全
体
と
し
て
は
、
前
年
度
比
１·

８
％
、

４
０
７
９
万
円
増
の
23
億
５
２
９
７

万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、

今
年
度
は
「
ふ
る
さ
と
み
ら
い
寄
附

金
」
１
億
円
を
目
標
と
し
て
当
初
予

算
に
計
上
し
て
い
る
た
め
、
大
き
な

予
算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
の
中
で
、
財
政
健
全
化
を
示

す
自
主
財
源
の
割
合
は
２·

３
％
の
増

で
48·

７
％
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
歳
出
に
つ
い
て
は
、
人
口

減
少
対
策
や
、
教
育
と
子
育
て
の
ま

ち
づ
く
り
、
健
康
・
福
祉
の
ま
ち
づ

く
り
の
た
め
の
事
業
に
つ
い
て
、「
重

点
施
策
」
と
し
て
取
り
組
み
を
進
め

ま
す
。

　

地
方
創
生
関
連
事
業
と
し
て
は
、

平
成
28
年
度
補
正
予
算
へ
１
億
５
０

０
０
万
円
計
上
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
国
の
補
正
予
算
に
伴
う
も
の
で
、

子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
、
積
極
的

に
交
流
が
で
き
る
施
設
を
整
備
し
、

地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
る
た
め
の

事
業
に
対
す
る
交
付
金
で
、
町
で
は

「
ゆ
め
の
森
公
園
整
備
事
業
」
に
つ

い
て
取
り
組
み
を
行
い
ま
す
。　

　

そ
の
ほ
か
、
安
心
安
全
の
ま
ち
づ

く
り
や
農
業
の
復
活
、
観
光
強
化
、

教
育
の
ま
ち
富
士
見
に
つ
い
て
、
そ

れ
ぞ
れ
選
択
と
集
中
に
よ
り
拡
充
を

図
り
、
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
き
ま

す
。

　

今
年
度
も
財
源
を
確
保
で
き
る
見

通
し
か
ら
、
当
初
予
算
に
お
い
て
は

財
政
調
整
基
金
に
頼
る
こ
と
の
な
い
、

予
算
編
成
と
な
り
ま
し
た
。　

※国や県からの補助金などを「依存財源」といい、これに対して町税などの町が自ら収入するものを「自主財源」といいますが、
　収入全体に占める自主財源の割合が高いほど健全な財政といえます。

今
年
の
予
算
は
、

　
　
ど
の
く
ら
い
？

富士見町
第５次総合計画

① 人口の維持
② 健全財政の維持
③ 健康・福祉のまちづくり
④ 安心安全のまちづくり
⑤ 農業の復活
⑥ 観光強化
⑦ 教育・子育てのまち富士見
⑧ 安定した行政運営

一般会計予算目的別構成割合 一般会計予算歳入別構成割合

一般会計予算性質別構成割合

町税
2,352,970千円
33.9%

町債
299,000千円
4.3%

消防費
272,489千円
3.9%

その他
84,542千円／1.2%

総務費
1,010,689千円
14.6%

公債費
598,653千円
8.6%教育費

681,339千円
9.8%

民生費
1,957,159千円
28.3%

土木費
879,362千円
12.7%商工費

453,566千円
6.5%

衛生費
547,165千円／7.9%

人件費
1,281,456千円
18.5%

物件費
1,425,393千円
20.4%

補助費等
1,767,022千円
25.5%

貸付金
260,500千円
3.8%

普通建設事業費
491,581千円
7.1%

扶助費
552,143千円
8.0%

その他  181,734千円／2.6%
繰出金  379,075千円／5.5%繰出金  379,075千円／5.5%

公債費
598,653千円
8.6%

農林水産業費
452,593千円／6.5%

地方譲与税
140,000千円／2.0%

  国県支出金
791,628円
11.5%

  国県支出金
791,628円
11.5%

地方交付税
1,986,000千円
28.6%

歳　入
6,937,557千円

歳　出
6,937,557千円

歳　出
6,937,557千円

  繰入金
85,254千円
1.2%

諸収入 376,958千円
　　　　　　　5.4%

  繰入金
85,254千円
1.2%

自主財源  48.7%
依存財源  51.3%

義務的経費  35.1%
投資的経費    7.1%

■
■

諸収入 376,958千円
　　　　　　　5.4%分担金・負担金他

564,747千円／8.2%
分担金・負担金他
564,747千円／8.2%

地方消費税交付金他
340,000千円／4.9%

一般会計予算町税構成割合

その他
1,670千円
0.1%

町　税
2,352,970千円 固定資産税

1,446,370千円
61.4%

町民税
768,590千円
32.7%

軽自動車税
52,630千円
2.2%

町たばこ税
83,710千円／3.6%



町
の
支
出
、

  
性
質
別
経
費
と
は
？

　

町
の
支
出
（
歳
出
）
を
性
質
に

着
目
し
て
分
類
し
た
も
の
で
、

「
人
件
費
」
や
「
扶
助
費
」「
補
助

費
」「
普
通
建
設
事
業
費
」
な
ど
に

分
け
ら
れ
ま
す
。
左
の
表
は
性
質

別
経
費
を
前
年
度
と
比
較
し
た
も

の
で
す
。

　

特
に
予
算
全
体
に
お
け
る
構
成

比
の
大
き
な
も
の
と
し
て
、
人
件

費
は
職
員
・
議
員
委
員
等
の
給
料

や
共
済
費
な
ど
で
、
全
体
の
18･

４

％
、
物
件
費
は
賃
金
や
旅
費
、
委

託
料
・
備
品
購
入
費
な
ど
で
、
全

体
の
20･

５
％
、
扶
助
費
は
生
活
保

護
費
や
児
童
手
当
な
ど
で
、
全
体

の
７･

９
％
、
補
助
費
等
は
、
国
や

他
団
体
、
一
部
事
務
組
合
に
対
す

る
負
担
金
な
ど
で
、
全
体
の
25･

４

％
、
普
通
建
設
事
業
費
は
、
建
設

工
事
に
係
わ
る
も
の
で
、
全
体
の

７･

１
％
、
公
債
費
は
、
起
債
の
償

還
に
係
る
元
金
及
び
利
子
で
、
全

体
の
８･

６
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
性
質
別
予
算
の
う
ち
、
人

件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
は
「
義

務
的
経
費
」、
普
通
建
設
事
業
費
は

「
投
資
的
経
費
」
と
分
類
さ
れ
ま

す
。

一般会計当初予算  性質別前年度対比表
（単位：百万円）

1,281
1,425
46
552

1,767
590

1,177
492
97
395
0

599
130
261
379
5

6,937

1,233
1,392
46
537

1,684
589

1,095
533
165
368
0

613
35
261
379
5

6,718

48
33
0
15
83
1
82
△41
△68
27
0

△14
95
0
0
0
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H29区　　　　分 H28 増減
人 件 費
物 件 費
維 持 補 修 費
扶 助 費
補 助 費 等

災害復旧事業費
公 債 費
積 立 金
貸 付 金
繰 出 金
予 備 費
合 計

普通建設事業費

一部事務組合
そ の 他

補 助 事 業 費
単 独 事 業 費

平成29年度の主な取り組み

平成29年度 特別会計・企業会計予算額
会　計　名 H29予算額 前年比較

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

観光施設貸付事業

富 士 見 財 産 区

17億7,335万円

1億8,156万円

1億4,593万円

1,591万円

△1億2,165万円

△63万円

2,245万円

△204万円

会　計　名 H29予算額 前年比較

本郷・落合・境財産区

乙 事 財 産 区

水 道 事 業

下 水 道 事 業

4億779万円

659万円

9億2,348万円

17億1,108万円

8,445万円

42万円

4,569万円

△9,237万円

★重点施策
○テレワーク推進事業 ……… 3,200万円
　　富士見森のオフィス（サテライトオフィス）やホームオフィスに入居する企業と連携し、町の産業を強化していくと
　ともに、新しいワークライフバランスの発信をしていきます。また、企業誘致に向けた取組や、地域住民とのコミュニ
　ティづくりを行います。
○空き家対策事業 ……… １，７００万円
　　空き家を増加させないための対策計画を策定します。また、町内の空き家所有者と移住・定住希望者とのマッチン
　グを実施し、居住する場合には空き家の改修費について一部を補助し、空き家の利活用を促進します。
○子ども・子育て、教育のまち関連事業 ……… １億２,５００万円
　　待機児童ゼロ対策や児童クラブの充実を図るため、保育士および指導員を充実させます。また、家庭子育て補助
　金（３歳未満児の第３子以降の乳幼児で、保育園等に入園をしていないお子さんを家庭で育児している方に１ヶ月あ
　たり２万円を支給）を継続します。故郷Ｕターン支援奨学金利子補助金交付事業（大学等進学資金を借り入れた保
　護者に、借入利子の一部を補助）の実施と学校施設の改築に向けて、基金への積立てを行います。
○健康・福祉関連事業 ……… ４，５００万円
　　旧恋月荘の一部を改修し、高齢者の健康増進や交流施設としての運動スポットを整備、関係団体と連携しながら、
　介護予防に向けた新しい取り組みを行います。
○ゆめの森公園整備事業 ……… １億５，０００万円（平成２８年度繰越事業）
　　町民が気軽に集い、親しみ、安らげる交流施設の整備を行うため、今年度本工事を実施します。
○有害鳥獣モニタリングシステム事業 ……… １，３６０万円（平成２８年度繰越事業）
　　有害鳥獣の位置や電気柵および捕獲わなの配置・稼働状況をデータによる可視化するシステムを構築し、専門家
　と連携しながら被害の低減に取り組みます。


